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中国税務  

国家税務総局が中国本土と香港の

租税協定上の配当条項適用におけ

る受益者の取扱意見を公布  
 

国家税務総局は 2013年 4 月 12 日、税総函[2013]165 号文(以下“165号文”と略称)
を公布した。これは一部の省市国家税務局が上申した、『所得に対する租税に関する
二重課税の回避及び脱税の防止のための中国本土と香港特別行政区との間の協定』に
おける配当条項を適用する場合において、ある香港会社が受益者の身分を有するか否
かを判断する際の問題について、ガイダンスを提供するものである。165号文は特定

の省市の国家税務局宛てに公布されたものであるが、各地の税務機関が中国とその他
の国家(地域)との間で締結された租税条約の類似条項を適用する際にも、このガイダ
ンスを参照するものと考えられる。  
 

配当、利子及び使用料に対して租税条約の締約国の居住者が租税条約による優遇の適
用を申請する場合において、どのように“受益者”の身分を認定するかの問題につい
ては、2009年と 2012年に二つの通達(国税函[2009]601 号、国家税務総局公告 2012

年第 30号、以下“601号文”と“30 号文”と略称)が公布された。国家税務総局は関
連の研究及び香港内国歳入庁との協議に基づき、165 号文において、これらの通達の
条項を適用するための更なる解釈を示した。 
 

601 号文に関する解釈 

 

非居住者は受益者の身分を有する場合に限り、中国との租税条約における配当、利子

及び使用料に関する優遇源泉所得税率を適用することができる。601号文では“受益
者”の概念を定義し、かつ申請者の“受益者”身分の認定に不利な影響を与え得る要
素を列挙している。165 号文では、配当条項を適用する際にこれらの不利な要素をど
のように理解すべきかについて、以下のように説明している。 
 

1) 第二条第一項第(一):  申請者が所定の期間内(例えば、所得の受領後 12 ヶ月以内)
に、所得の全て又は大部分(例えば、60％以上)を第三国(地域)の居住者に支払
う、又は分配する義務を有する。 

 

165 号文では特に、“第三国(地域) の居住者に支払う、又は分配する義務を有す
る”という文言及び申請者とその直接の親会社との関係について考察している。
165 号文によれば、申請者が香港以外の居住者企業に利益を分配する状況がなけ
れば、“受益者”身分を認定する上での不利な要素とはならない。しかし、申請

者が香港以外の居住者企業である直接の親会社に対して利益を分配する場合、申
請者は申請者とその親会社との間の権利義務関係（契約に基づく権利義務関係を
含む）について説明した資料を提出しなければならない。税務機関はそれに基づ
き、601 号文の第二条第一項第(一)に列挙された不利な状況が申請者に存在する
か否かを分析することになる。 
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165 号文に基づき、配当を受領する香港企業が他の香港企業のみに配当を行う場合(例えば、前者の香港企業の親会
社も香港企業である場合)には、当該香港企業が受益者の身分を有するか否かを判定する際の不利な要素にはならな
いと結論付けることができるかもしれない。 

 

2) 第二条第一項第(二)：所得を生じさせる財産又は権利を保有する他に、申請者がその他の経営活動を全く又はほとん
ど行っていない。 

 

165 号文では、この一つの要素のみをもって、申請者の受益者の身分を否認することはできないとしている。165号
文では、“所得を生じさせる財産又は権利を保有する”という投資活動も経営活動に属するということも明確にして
いる。ここでいう“その他の経営活動を全く又はほとんど行っていない”とは、申請者が優遇申請の対象となる配当
を生じさせる持分投資のみを行い、その他の投資項目又は経営活動がない状況を指している。 

 

3) 第二条第一項第(三):  申請者が会社などの実体である場合、申請者の資産、規模及び人員配置が小さく(又は少な
く)、所得金額と見合わない。 
 

165 号文では税務機関に対し、通達で列挙している一つの要素(例えば、人員数及び人件費支払の有無)のみをもって
判断しないこと、“資産”を登録資本金と同等と見なさないことを求めている。具体的な判断は関連の要素を総合的
に分析した上で行わなければならない。関連の要素には、主に以下が含まれる。 

 

 申請者の資金の源泉、投資リスクの負担等の状況 

 申請者の人員の職責及び業務の実質 
 

4) 第二条第一項第(四): 所得或いは所得を生じさせる財産又は権利に対して、申請者が全く又はほとんど支配権あるい
は処分権を有さず、リスクも全く負わないか、若しくはわずかしか負わない。 

 

165 号文では特に、“全く又はほとんど支配権あるいは処分権を有さず、リスクも全く負わないか、若しくはわずか

しか負わない”という文言についての解釈を示している。165号文に基づき、税務局が、申請者の持分が直接の親会
社に支配されていることのみをもって、申請者の所得に対する支配権あるいは処分権を否認することはできない。  

 

申請者が所得あるいは所得を生じさせる財産又は権利に対する支配権あるいは処分権を有するか否かを判断する際、
税務局は以下の観点から分析を行わなければならない。 

 

 申請者に支配権あるいは処分権を与える規定が関連の法律文書にあるか否か。 

 申請者が支配あるいは処分行為を行ったことがあるか否か。 
 発生した処分行為が申請者の自主的な決定によるものか否か。 

 

5) 第二条第一項第(五): 締約相手国(地域)が関連の所得に対して課税しない若しくは免税とし、あるいは課税するが、
実効税率が極めて低い。 

 

域外源泉所得に対しては課税しないという香港の課税原則を、受益者身分の認定において不利となる重要な要素と解

してはならない。 

 

30 号公告の解釈 

 

30 号公告では、中国の租税条約における受益者の認定基準をより明確にし、かつ上場会社に対してセーフ•ハーバールー
ルを導入することにより、配当の受領者が適格の上場会社あるいは上場会社のグループ企業である場合の受益者の認定を
容易にしている。165号文は 30 号公告における“上場会社セーフ•ハーバールール”の適用及び解釈について補足するも

のである。30 号公告の第三条の規定は以下の通りである。 
 

“租税条約による優遇適用を申請する締約相手国の居住者(申請者)の、中国から取得する所得が配当金である場
合、当該申請者が締約相手国の上場会社であるか、又は締約相手国の居住者かつ締約相手国の上場会社に 100％
直接あるいは間接的に保有される者である場合(中国居住者又は締約相手国の居住者ではない第三国あるいは地
域の居住者企業を通じて間接的に持分が保有される場合を除く)には、…直ちに申請者の受益者の身分を認定で
きる。” 

 

165 号文は下記の申請者について、上述のセーフ•ハーバールールの適用条件は満たさないものの、これはこれらの申請
者の受益者の身分を直ちに否定するものではないということを明確にしている。 
 

 申請者が非上場の香港居住者企業により 100％直接あるいは間接に保有されている。 
 

 申請者と最終的な香港の持株会社との間に、国外登録会社が存在する。 

 



その他 
 

165 号文は、同一の納税者が複数の地方から配当収入を得る場合、各地の主管税務機関による取扱は一致したものでなけ
ればならないということも規定している。 

 

また、申請者の経営状況に実質的な変化が生じた場合、申請者は変化が生じた後の状況に基づき、改めて受益者の身分を
判定するよう申請することができる。 

 

コメント 

 

165 号文は、納税者が租税条約による優遇適用を申請する際に問題となる一部の事項に対してガイダンスを提供するもの
であり、歓迎すべきものであると言える。特に、税務機関は全ての関連の要素を総合的に勘案した上で受益者の身分の有
無を判断すべきであり、いずれか一つの不利な要素のみをもって受益者の身分を否認することはできないとしている点
や、各地の税務機関は同一の納税者に対する取扱を一致させなければならないとする規定は意義あるものと考えられる。 

 

この通達は、国家税務総局が税務処理の確実性と実務の一貫性を高めるためにとった措置とみなすことができ、この面に
おける国家税務総局の更なる努力が期待される。 
 
 

 
本Tax Analysis の内容は、デロイトのグローバル企業税務サービスに関わるものです。  
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デロイト中国は豊富な経験を有し、一貫して中国の会計基準、税制の制定及び職業会計士の発展に多大な貢献をしてきまし
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